
 

 

 別 紙 

新 旧 対 照 表 

第５ 令和元年６月28日付課資３－３ほか３課共同「『租税特別措置法(株式等に係る譲渡所得等関係)の取扱いについて』等の一部改正について」（法令解釈通達） 

 （注）アンダーラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 

措置法第37条の14《非課税口座内の少額上場株式等に係る
譲渡所得等の非課税》関係 

 

 

措置法第37条の14《非課税口座内の少額上場株式等に係る
譲渡所得等の非課税》関係 

 

（重ねて設けられた非課税管理勘定又は累積投資勘定の判定） 

37の14－21 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

⑷ ・・・・・ 

(注)１ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・、その年１月１日において20歳である年の１月１日に、・・・・・。 

 

（重ねて設けられた非課税管理勘定又は累積投資勘定の判定） 

37の14－21 ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

⑷ ・・・・・ 

(注)１ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

３ ・・・・・、その年１月１日において18歳である年の１月１日に、・・・・・。 

 

附 則 
 

 

附 則 
 

（削 除） 

 

（経過的取扱い等…改正通達の適用時期⑵） 

この法令解釈通達による改正後の37の14－21の取扱い（20歳を18歳に改正する部分に限

る。）は、措置法第37条の14第33項に規定する各年が令和５年である場合について適用し、

所得税法等の一部を改正する法律（平成31年法律第６号）による改正前の措置法第37条の

14第28項に規定する各年が令和４年以前である場合については、なお従前の例による。 

なお、令和５年１月１日において、19歳又は20歳である居住者又は恒久的施設を有する

非居住者が措置法第37条の14第33項に規定する未成年者口座を開設している場合には、こ

れらの者を同日において18歳である居住者又は恒久的施設を有する居住者とみなして、37
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改     正     後 改     正     前 

の14－21の取扱い（20歳を18歳に改正する部分に限る。）を適用する。 
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